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研究成果の概要（和文）：複数の参加者による議論に於いて、テキストマイニングにより得られる発言者の発言
量、発言のやりとりのネットワークおよび時間経過におけるダイナミクスから、各段階について「政策的課題の
対称性」を数量化するための方法論を開発した。開発された方法論をWeb上で公開可能なシステムとすること
で、「開かれた意思決定支援システム」に成り得ることを示した。複数の国家が関与する政策課題について、当
該国の通信社が打電する外電について、政策課題に関わるキーワード相互の「近さ」である「コサイン距離(類
似度)」をテキストマイニングにより時系列的に把握することにより、当該国の政策が変化する過程を把握し得
ることを明らかにした。

研究成果の概要（英文）：A method with text mining to quantify the “symmetry of political agenda” 
at each stage of negotiation between parties was developed with the volume of the speaker's speech, 
the network of speech exchange and the dynamics over time in discussions as clues. By implementing 
the developed method on web, an "open decision support system" should be developed. “Cosine 
distance”, which is obtainable with text mining, shows the “closeness” between keywords of a 
particular policy issue. "Cosine distance” proved a powerful took for time-series analysis of 
political issues, which change over time, among multiple stakeholders.

研究分野：資源環境管理
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令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究で開発・検証された方法論は「狭義の政策決定者」と「広義の政策決定者」との間に於ける「情報」と
「政策的課題」の共有を推進し得ることから、その方法論をインプリメントした「意思決定支援システム」を構
築することの可能性が示唆された。即ち、政策決定における「情報」と「政策的課題」の共有が「狭義の政策決
定者」の間で担保されるに留まらず、「狭義の政策決定者」と，それらの挙動を監視する立場にある「広義の政
策決定者」としての市民との間でも担保されることにより、より民主的な意思決定が行われることが期待され
る。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
(1) 研究代表者（中山）と研究分担者（坂本）は、平成 24〜26 年度に科学研究費補助金により
実施していた研究において、国際河川で建設されるダムが環境に及ぼす影響を巡る流域国間の
折衝を「情報の共有」の観点から時系列的に精査し、各流域国における「情報が共有されている
度合い」を逐次指標化し、可視化することが、交渉の進展に資するとの発想を得た。 
 
(2) 同研究の枠組で、中央アジアでタジキスタンが建設を計画している「ログン・ダム」が環境
に及ぼす影響に関わる、タジキスタンとウズベキスタンの確執について分析した結果、両国政府
の間では「情報」は共有（透明性が担保）されているものの、「政策的課題」が共有されていな
い（対称性が欠如している）ことが、両国間での折衝が進まない要因であった。「政策的課題の
共有」の欠如は、東南アジアでラオスが建設を計画している「サヤブリ・ダム」が下流地域の環
境に及ぼす影響に関する、ベトナムとラオスの間での確執でも観察されたことから、「情報」に
加えて「政策的課題」の共有を担保することが、流域国間の交渉を円滑化する為には不可欠であ
ると考えるに至った。 
 
２．研究の目的 
(1) 本研究の目的は、右図のような「意
思決定支援システム」を構築し、交渉
の当事者間と一般市民に提供される
「情報」と「政策的課題」の共有に関
する情報が、交渉を進展させる為に有
用であることを立証することである。 
 
(2) その上で、「情報」と「政策的課題」
が共有されている度合いを、マスメデ
ィアでの報道から指標化する手法を確
立することを目指した。 
 
３．研究の方法 
(1) 本研究では方法論の開発と適用性の検証を、幾つかの事例研究を通じて行った。例えば、東
日本大震災に起因する福島県における「避難者の帰還」に関する議論が、「政策的課題の対称性」
を数量化する事例として適していることが明らかになったことから、その議論に関する分析を
進めた。 
 
(2) 具体的には、福島県での被災者の「帰還」について、行政と被災者の間で「政策的課題の対
称性」を担保する手段として地方紙(新聞)が機能していることを、地方紙での報道に於ける「帰
還」に関してテキストマイニングにより解析し、その結果が現地でのヒアリングにより得られた
状況と整合することを確認した。 
 
(3) 方法論に関しては、議論を行っている二者の間での「政策的課題の対称性」をテキストマイ
ニングにより指標値として得る為の方法論として，word2vec アルゴリズムを適用し，ベクトル
化した 2 つの単語のコサイン距離(コサイン類似度)を指数として用いる可能性について検討し
た。更に、word2vec アルゴリズムに加えて doc2vec アルゴリズムの適用を検討した。 
 
４．研究成果 
(1) 複数の参加者による議論に於いて「政策的課題の対称
性」を数量化するための方法論として、 テキストマイニン
グにより得られる発言者の発言量、発言のやり とりのネ
ットワーク、各指標の時間経過におけるダイナミクスか
ら、議論の進捗に於ける各段階について指数として得る為
の方法論を開発し、現実の事例に適用 することでその有
用性を明らかにした。 
 
(2) また、開発された方法論を Web 上で公開可能なシステ
ムとしてインプリメントすることで、誰でも自分が関心を
有する議論 に適用することが可能な「開かれた意思決定
支援システム」に成り得ることを示した。右図（坂本麻衣
子 et al, 2018）は、web 上で公開されたシステムに、ユ
ーザーが自分が解析したいテキストをアップロードして
解析の結果を得るまでの手順を示している。 
 



(3) 更に、複数の国家が関与する
政策課題について、当事者である
一国の国営通信社が打電するニ
ュース(外電)に関して、政策課題
に関わるキーワード相互の 「近
さ」である「コサイン距離(類似
度)」をテキストマイニングによ
り時系列的に把握することによ
り、当該国の政策が変化する過程
を把握し得ることを明ら かにし
た。右の表（Cannon et al, 2018）
では、シリアからの亡命希望者へ
のトルコ政府の対処が時間の経
過と共に変化する過程が、トルコ
の政府系通信社のニュースから
把握されている。 
 
(4) このように本研究で開発・検
証された方法論は「狭義の政策決
定者」と「広義の政策決定者」と
の間に於ける「情報」と「政策的
課題」の共有を推進し得ることから、その方法論をインプリメントした「意思決定支援システム」
を構築することの可能性が示唆された。 
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